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歳出の区分 

義務的経費 
50.7% 

投資的経費 
15.0% 

その他の経費 
34.3% 

人件費 

17.5% 

扶助費 

26.1% 

公債費 

7.1% 

普通建設事業費 
15.0% 

物件費 

15.1% 

繰出金 

10.7% 

補助費等 

5.3% 

その他 

3.3% 

○義務的経費：支出が義務付けられている任意に削減できない経費。 

職員給与等の人件費、生活保護費等の扶助費、地方債の元利償還金である公債費の合計をい
う。歳出予算に占める義務的経費の割合が高いと財政が硬直化しているということになる。 

 

○投資的経費：各種社会資本整備など、支出の効果が長期にわたる経費。 

これに分類できる経費は、普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費がある。 

義務的経費と投資的経費とその他の経費 

平成２８年度船橋市歳出決算（一般会計） 

平成28年度決算額 
2,039億円 



性質別経費の推移 

〇人件費はほぼ横ばいである。 
〇物件費は近年増加傾向にある。 
〇扶助費は平成１５年度から大幅な増加傾向にある。 
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職員の給料などにか
かるお金（報酬、給
料、職員手当など） 

医療の給付費や生活
保護など福祉や医療
にかかるお金 

光熱水費や施設の管理費
などにかかるお金（臨時職
員の賃金はここに分類） 

公益的な事業に対す
る補助金などにかか

るお金 

経費を経済的な性質別
（義務的経費、投資的
経費、その他の経費）
に分類したものの内

訳。 

は、義務的
経費 



性質別経費の構成比の推移 

〇人件費の割合が減少し、一方で扶助費の割合が増加している。 
〇物件費、補助費等、維持補修費は、補助費等が平成２１年度に大きな変化
があるものの十数年間構成割合に変動がない。 
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